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司会：坂東賢治・企画委員（毎日新聞社論説

室専門編集委員） きょうは東京財団の小原凡

司研究員から、最新の動向も入れながら、中国

の軍事戦略についてお話をいただきたいと思

います。 

小原さんは、もともと海上自衛隊にいらっし

ゃいまして、北京の駐在武官も務められました。

その後、自衛隊を離れて研究のほうにつかれま

して、現在、東京財団のほうで政策プロデュー

サーということでやっておられます。最新の知

識と、制服時代の経験も生かして、いまの軍事

動向、特に最新の情報について詳しい第一人者

だと思います。きょうはいろいろお話をお伺い

して、中国の本当のねらい、一番難しい、中国

軍が何を考えているのかということについて

も質疑でうかがいたいと思います。 

 

小原凡司・東京財団研究員・政策プロデュー

サー 東京財団小原でございます。私、好きな

言葉に、山本五十六元帥がおっしゃった言葉で、

「おのれの欲に取りつかれるほど大きな災い

はない。人のことをとやかく言うことほど悪い

ことはない」という言葉がある。私も、人の悪

口ですとか批判ではなくて、なるべく客観的に

物をみて、お伝えができればと思っております。

きょう申しあげる中国の軍事力についてです

が、私が知る限りの客観的な事実に基づいたお

話をさせていただこうと思っております。そこ

から日本がどうすべきか、あるいは私たちがど

うすべきか、ということはそれぞれ考えていく

ことだろうと思っています。 

火器管制レーダー照射は非常識と認識 

最近、中国で話題になっているのは、やはり

中国の軍事力の拡大、活動の広範囲化です。中

国の防空識別圏（ＡＤＩＺ）の設定以降、中国

の戦闘機が海上自衛隊、航空自衛隊、あるいは

米軍の航空機に対して異常接近をするといっ

た事態が起こっています。これは最近も中国の

国防部から、日本の戦闘機あるいは航空機が中

国の軍用機に接近を図ったという抗議がされ

たりしているところです。これが最近話題にな

ったのは、5月 24 日、中国軍のスホーイ 27戦

闘機が、海上自衛隊のＯＰ-3Ｃ（光学的な情報

を収集する情報収集機）と航空自衛隊のＹＳ

-11ＥＢ（情報収集機）に、それぞれ 30メート

ルから 50メートルまで接近しました。 

この後ですが、中国国防部は、自衛隊機が中

国の防空識別圏に入ったのだと。中ロ合同演習

に対して偵察妨害活動を行ったというふうに

反論しました。 

このロジックなのですが、これ、「やらなか

った」と言わなかったのです。そこが一つのポ

イントだと思っています。おまえが悪いという

ことで、「やらなかった」とは言わなかったの

です。けれども、今回、「やった」とも言って

いない。中国がこれまで過去に使ってきたロジ

ックは、「やったけれど、それはおまえが悪い

からだ」といったものでした。これは、今後も

こういうことがあれば繰り返してやるという

ことです。実は 2013 年 2 月の海上自衛隊の艦

艇に対する火器管制レーダーの照射事案の際

には、違ったロジックで言っています。このと

きは、中国国防部は「中国海軍は火器管制レー

ダーを照射していない」と言いました。その後

に、「日本が中国を陥れようとしているのだ」

と。「こうした事案を捏造して中国の国際社会

におけるイメージを悪化させようとしている」

という表現だったのです。 

裏を返すと、こうした事案、火器管制レーダ

ーを照射するという事案が、実は国際社会で非

難されるべきことだということを中国は理解

していますよ、ということを国際的に言ってし

まったことになる。やっていないと言って、そ

うした認識を示したということは、今後はもう

やらない、あるいはやれないということになり

ます。 

その直後に中国海軍の艦艇がベトナムの漁

船を射撃したという事案がありました。この際

にも中国は「やっていない」と否定しています。

この「やっていない」と否定しているのは、中

国側としても、こうした事態が、国際社会にお

いて非難されるべき非常識な行動だと認識し

ているからです。 
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では、なぜいまになってこの空軍の行動に対

してロジックがもとに戻って変わったのかと

いう点です。これには中国の国内情勢も関係し

ていると考えています。 

中国空軍は、去年末ぐらいから非常に元気に

なってきています。中国ではここ数年、空軍は

不満がたまっていると言われていました。これ

は、海軍のほうに多くの予算が行っていたから

というのが大きな理由だということです。さら

に東シナ海の問題においても海軍ばかりが目

立つ。これはどこの国でも同じです。活動が目

立てば予算もふえるということになります。海

軍は空母の建造を初め、大量に新型の艦艇を建

造しています。こうしたことから、空軍の中に

は不満があった。空軍のほうでは、新しい戦闘

機のエンジンさえなかなか満足に開発できな

いという状況等もあります。 

空軍は国際常識を知らない 

こうした中で、いま中央軍事委員会の副主席

には、元空軍司令員の許其亮上将がついていま

す。この人が抜てきされた理由は、空軍を優遇

したというよりも、空軍をなだめるのと、もう

一つは、不満がある空軍の中に強いリーダーシ

ップを持った許其亮上将を置いておくと危険

だという認識が中央にあったからだと。 

中央は、強いリーダーシップを不満から引き

離して中央側に引き込んでおきたかったのだ、

ということが言われています。 

ただ、こうした空軍の不満の状況が変わって

きたのが去年の後半からです。それを如実にあ

らわしていたのが、ことし 3月の全人代。会議

が終わると、中国でもぶら下がり取材というの

をやります。このときに空軍の代表が、非常に

元気がよかったわけです。これはいままでにみ

られなかった光景で、皆が「おやっ」と思った。 

さらに、その後 4月になってからですが、習

近平主席が空軍の幹部との会談の中で、「空軍

は空中および宇宙における戦闘力を強化しな

ければならない」という発言をしました。そし

て、これを受けて中国の国営メディアが、中国

の戦略および安全保障は空軍にかかっている

という報道をした。これは、中国空軍の軍事力

増強、能力向上を中央指導部が承認して支持し

ているということを示しています。 

こういった中で空軍が非常に元気になって

きている。活躍の場が与えられた。これは昨年

11 月の防空識別圏の設定によってもそうです。

さらに、予算的な裏打ちもされた。これからは

空軍なのだという思いが空軍の中にある。そう

すると、空軍の中には行け行けどんどんといっ

た空気がある。もっともっと自分たちの存在を

アピールしたい、活躍したいという意識が中に

あるということです。 

ただ、一方で空軍のパイロットは、訓練の時

数が十分でないのではないかということが言

われています。飛行時数が足りないということ

です。そうすると、必然的に技量が低いという

ことになります。実は国際的な交流というもの

が非常に少ない。もともと防空軍ですから、海

外の軍隊と接する機会が少ない。そうすると国

際的な常識も知らない。技量も低いということ

になる。ただ元気だけがいい自分の存在感をみ

せつけたいというようなパイロットが出てき

ている。それをとめることができないという土

壌があるとすると、空軍はまだまだ十分にコン

トロールできないということなるのだろう。習

近平は、空軍に対してようやく予算をつけた。

これからは空軍の番だということを明言して

までみせた、直後に空軍を強く押さえつけるこ

とはなかなか難しいと思います。 

海軍は徐々にマナーを体得 

一方で、海軍のほうは徐々に国際化が進んで

いると認識をしています。海軍の国際化という

のはどういうことか。海軍はどういうオペレー

ションをするのかという認識と、海軍のマナー

とはどういうものなのかということを、徐々に

ではありますが体得しつつある。アデン湾、ソ

マリア沖で海賊対処行動に、中国も海軍の艦艇

を派遣しております。またその他、各国海軍と

の交流とを進める中で、徐々に身につけてきた

ものだと思います。 

2004 年、2005 年当時、中国海軍はまだまだ

各国海軍との交流を開始したばかりの時期で
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した。このころから海軍はいろいろな海軍の運

用を、外国の海軍に学べというキャンペーンを

やっています。当時、例えば「安全は外国海軍

に学べ」といったようなキャンペーンもありま

した。海軍が艦艇を運用する際に、どういった

しつけをしなければいけないのかを外国の海

軍から学ぶ。例えば、チリ海軍が持っている帆

船が中国に入港したときに、帆船は海軍の技量

の根本なのだと。だから帆船の上で行われてい

るしつけは海軍のしつけの基本なのだという

ことを言う。その中でいろいろな動作等をみな

がら、海軍ではこうしなければいけないのだと

いうことを学ぶ。これは中国国内で報道もして

います。こうしたことを少しずつ重ねてきて、

中国海軍は徐々にマナーを体得しつつある。 

中でも、相互理解を深めるために、あるいは

誤解を避けるために根本的に必要になるコミ

ュニケーションを少しずつとるようになって

きました。以前は、中国海軍の船に無線を使っ

て呼びかけても答えることはありませんでし

た。最近は中国海軍の船が通信に答えるように

なってきたと言われています。これは米海軍も

認識しています。アメリカでも大きな進歩だと

いった評価を聞きます。 

通信ができるようになって、初めて「おまえ

は誰だ。ここで何をしているのだ。どこへ行く

のだ」といったことを問いかけて、それに答え

る。挨拶だけでもいいわけです。こうしたコミ

ュニケーションがとれるということが誤解を

避ける第一歩になるわけです。こうしたことが

徐々にできつつあります。 

ＲＩＭＰＡＣ2014 に中国は海軍の艦艇を派

遣しました。一つにはほかの国の海軍からまだ

まだ学びたいことがある。もう一つになぜ行け

たかというと、外国の海軍から見られても恥ず

かしくないという自信がある程度出てきたか

らだと思います。そして、これが協力をアピー

ルする機会だということも認識して、中国海軍

は病院船をこの演習に派遣しています。 

ただ、一方で、こうした協力のための演習で

ある、多くの国の海軍が集まってきている演習

に情報収集船をわざわざ出して、各国海軍の嘲

笑を浴びる。こうしたマナーがまだわかってい

ない部分はもちろんあるわけです。こうした嘲

笑を実際に、その場で浴びせられた海軍の軍人

たちは、このようなことがマナー違反なのだと

いうことを理解していくと思います。 

空軍と海軍で状況が違うというお話をしま

した。では人民解放軍全体として、いまどうい

う状態にあるのかということです。先に結論を

申しあげると、習近平主席の人民解放軍の掌握

はある程度終わったと認識をしています。 

これは、前中央軍事委員会副主席の徐才厚上

将の事案の流れをみていくと、見えてくると思

います。 

習近平主席は汚職摘発で軍を掌握 

徐才厚事案は、習近平主席が進めている軍内

の反腐敗の象徴です。彼は 2002 年 11 月に総政

治部の主任に就任しています。総政治部の主任

は、人民解放軍の幹部の人事すべてに関与する

ポジションです。人民解放軍の幹部の人事をす

べて掌握したといってもいいと思います。人民

解放軍が首根っこを押さえられてということ

でもあるわけです。その後、2004 年 9 月、国

のリーダーが胡錦濤前主席にかわった以降も、

中央軍事委員会副主席というポストに昇任を

しています。これが制服組のトップになります。 

2012 年 11 月に退官。表向きは通常の引退な

のですけれども、実はこのころから中国では徐

才厚は拘束をされたり、尋問をされたりしたと

いう話が出ていました。 

そしてその後、それにさかのぼる 2月になり

ますが、総後勤部の副部長であった谷俊山とい

う高級幹部が、解任をされた。2013 年 1 月に、

谷俊山の実家の家宅捜索の様子が動画で配信

されました。こうなると谷俊山、あるいはその

後ろ盾であった徐才厚まで手が伸びることは

皆、予想していました。それから半年近くたっ

たことしの 6月になって、徐才厚は党籍を剥奪

されています。 

この期間に徐才厚の自殺説も中国ではまこ

としやかに流れていました。以前のように最後

まで責任を追及されないのではないかと。2006

年に起こった上海党委書記の陳良宇が汚職で
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摘発されました。彼は年金を勝手に私的に運用

していました。彼の後ろ盾であった、政治局常

務委員の黄菊のように、公開されず、逮捕され

ず、判決を受けず、表沙汰にされないといった

方式がとられるのではないかとも言われてい

ました。ただ、最終的には徐才厚は党籍を剥奪

され、しっかり処分を受けました。さらに、そ

の罪状も明らかにされました。 

2006 年の状況とは違うということです。実

は党中央は、日本で思われているほど強力な立

場ではありません。2006 年に陳良宇を拘束し

たときも、上海の武装警察の指揮官を交代させ

ています。このときに陜西省の武装警察の主任

だった少将を、上海の武装警察のトップに持っ

てきています。さらに、陳良宇を拘束したのは

上海の部隊ではなくて、江蘇省の部隊だったと

言われています。 

これはどういうことか。地方のボスは非常に

力が強い。武装警察も、そのボスに飼いならさ

れているということです。ですから、胡錦濤が

拘束をしようとしても、武装警察自体が言うこ

とを聞かない可能性がある。胡錦濤の言うこと

を聞く人間を上海のポストに据えてから、これ

を動かしたということです。そのぐらい中央は、

地方や各利益グループに配慮しなければ、なか

なか自分の意思を通すことができないという

立場にあります。 

軍高官は習近平主席に忠誠を誓う 

では、この 6月の徐才厚の党籍剥奪はどのよ

うに実現をしたのか。習近平主席が、他の人民

解放軍の高級将校たちと手打ちをしたのです。

3月の全人代のときも、習近平主席は人民解放

軍の高級幹部たちと会談しました。このとき高

級幹部たちが習近平主席に対して忠誠を誓っ

ています。その後、4 月になって、これは解放

軍報の 6 面、見開きすべてを使って、18 人の

将軍が習近平主席に対する忠誠文ともいえる

文書を公開しました。これは実際、新聞として

発刊されて庶民の目にまですべて届く形にな

りました。こうした明らかな形で人民解放軍の

すべてが習近平主席に忠誠を誓う。これによっ

て徐才厚の処分ができる素地ができた。もう少

し簡単に言うと、みせしめとして徐才厚をたた

く。ほかの高級幹部たちは、自分に忠誠を誓う

かわりに、それ以上摘発はしない。ですから今

後、よほど党中央に対する反抗がない限り、高

級幹部を巻き込んだ大規模な粛清というのは

行われないと考えています。 

こうした権力闘争をやりながら、実は権限を

徐々に掌中におさめているのが、いまの習近平

指導部の状態と言えると思います。というのも、

いまの高級官僚や人民解放軍の高級幹部たち

は、すべて江沢民時代、あるいは江沢民の影響

があるときに昇任した人たちばかりです。江沢

民に関係のある人間をすべて粛清するのは、非

現実的です。ですから、どのように彼らに自分

に忠誠を誓わせるかが大切だということです。 

ことしの 1月、鉄道部の後継組織となる鉄道

局が発足しました。けれども中国では部は日本

で言う省に当たりますので、格下げされての発

足になります。さらに、輸送部門等の利益を上

げる部門はすべて、新しくつくられた国営企業

のほうに移されました。これで完全に骨抜きに

されたわけです。こうしたことによって習近平

自身で、鉄道関係の権限を掌握したということ

になります。 

去年の鉄道がたたかれているときに中国で

よく言われたのが、「次は石油と電気だ」とい

うことでした。そして、いままさに周永康がた

たかれようとしているわけです。周永康は石油

閥の大物ですし、彼は公安のトップでもありま

す。中国で言う公安というのは日本の警察に当

たります。このトップでもあります。 

中国では、いまでも権力を維持するための最

後のよりどころは軍事力です。軍事力というか、

武装力量と中国では言うと思います。これは人

民解放軍や公安、警察組織を含んだ、要は実力

を発揮できる組織が、どうしても後ろ盾として

必要になります。 

すでにことしの前半で習近平主席は、人民解

放軍の掌握が終わった。次に周永康をたたけれ

ば、石油閥に対する権力の掌握と、公安部門の

掌握が一気にできると思います。 

周永康の処分に関しては、すでに江沢民や胡
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錦濤前主席などの合意もとれていると言われ

ています。江沢民は自分までは手が及ばないこ

とを引き替えに、これを認めたのではないかと

思います。実際に江沢民まで手が伸びることは

ないと思います。しかし、これで江沢民派は大

きな指導者を失うということになります。 

あと残るは電気。李鵬が握っている既得権益

です。李鵬がたたかれるか、電気の象徴的な人

間がたたかれるかということになります。 

そうすると何ができてくるのか。既得権益グ

ループの掌握が終わると、習近平指導部がいま

最大の問題だと認識をしている経済改革がで

きる可能性が出てきます。 

中国は「西」に関心を向ける 

では、中国のいまの認識はどうなのか。中国

の経済発展は沿岸部に集中しています。皆さん

ご存じのとおりですが、大都市は、北京は首都

として別としても、上海、広州等、すべて沿岸

部にあります。これまで中国は内陸部の経済発

展は沿岸部からの経済の波及効果によるのだ

と言ってまいりましたが、これが全く機能しな

いことがわかってきました。 

そこでいま李克強総理が都市化を進めると

言っている。これは、ただ町をつくるだけでは

なくて、経済のハブを内陸部にもつくっていく

と認識されています。そうすると中国の経済活

動は西へも向かうということになります。これ

を言い始めたのは北京大学の王緝思（ワン・ジ

ースー）教授です。西進、西へ進むという戦略

を提唱しました。この西へ進むという、この

「西」というのは、ゴールではなくて方向性を

指すものだと中国では説明されます。中央アジ

アから中東を通ってヨーロッパまでつながる

ものだと。そして去年から習近平が外遊の際に

言っているのが「新シルクロードの建設」です。

これは陸と海、両方での新シルクロードを建設

するということです。中国は経済的な関心を西

に向けていると思います。 

ただ、こうなったときに必要なのは、中東や

アフリカなどで権益がぶつかる国と、どう向き

合うかです。これは中国にとっては、アメリカ

とどうつき合うかということに尽きます。実は

アメリカでは最近行われた米中戦略経済対話

は、成果がなかったと言われています。日本で

も成果がなかったという報道が多かった。しか

し、中国は必ずしも成果がなかったとは考えて

いないと思います。 

実はアメリカと中国ではＳＥＤ（戦略経済対

話）に求めるもが、違うのではないかと思うか

らです。アメリカはこうした対話を通じて問題

を解決するということに主眼を置いています。

が、中国は必ずしもこうした対話によって問題

が解決できるとは考えていないと思います。そ

れよりも中国が欲しいのは、アメリカが中国に

対して軍事力を行使しないという保証だと思

います。 

米中に異なる考え方や摩擦があることは避

けられない。違いがあるからこそ対話と協力が

必要ということですね。 

中国が目指しているのはアメリカとの対立

的協調だと考えられます。これは去年、おとと

しあたりからの一連の流れの中で、中国の認識

が少しずつ変わってきたものです。ただその目

標は、いかにして米国との軍事衝突を避けるか

ということです。中国側は戦略経済対話では、

中国の主張を強く述べて、国内向けにも指導部

はアメリカ対して対等に渡り合っているとい

う強い姿をみせることもできた。そして、さら

に一歩進んで、アメリカとこれだけ対立しても

米中は軍事衝突をしないということを示す必

要があったのだろうと言えると思います。 

米国と衝突しない世界を追求 

そこでどういった世界が生まれるのか。中国

がいまの段階で理想とする世界は、米中が世界

各国、どのような地域でも、お互いに自由に自

分の国の権益を追求する。けれども、お互いに

干渉しないという世界になる。こうしたことを

中国は望んでいる。 

ただし、アメリカはこうした中国の意図に疑

念を持っています。今回のＳＥＤに対するオバ

マ大統領の声明の中でも、新型大国関係という

ことは一度も言っていません。また、大国とい
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う言葉を一度使いましたけれども、その他では

大国という言葉は 1 回も使いませんでした。

「われわれ二つの国」ですとか、「われわれ中

国とアメリカ」といった表現しています。そし

て新型大国関係のかわりに、「新しいタイプの

米中関係」という言い方をしたりしています。

これは、新型の大国関係という、その言葉自体

にそうした特別な意味が持たされるというこ

とをアメリカは避けたいということを意味し

ているのだと思います。 

こうした中国の地政学認識がどこにあるの

か。なぜアメリカなのかということです。中国

では 2000 年代後半から地政学についていろい

ろな活発な議論が行われていました。地政学と

いうのは、もともとナチスに発明をされた学問

で、不幸な学問だとも言われています。最近に

なって見直されている学問でもあります。 

海洋国家を目指す中国 

この地政学的にみると中国はどういう位置

にあるのかということを言っているわけです。

地政学ではハートランド、これはユーラシア大

陸ですけれども、ハートランドを征する者が世

界を征するということになっています。ただ、

最近の議論では、ハートランドにあっても沿岸

部、海に面した地域というのは、リムランドと

して最も発展に有利な地域と言われるように

なりました。そして中国が言うのは、中国こそ

がリムランドなのだということです。 

リムランドであるといっても、実は中国の東

側には朝鮮半島があり、日本があり、そして台

湾からフィリピン、東南アジアの国々へと続く

国々、列島があります。これは中国にとっては

中国を縛る鎖のようにみえるのです。これも去

年あたりから中国海軍はしきりに、中国海軍の

活動は列島線という鎖に縛られてはならない

ということを言い始めています。 

以前の地政学的な認識では、ヨーロッパとい

うハートランドに対してアイランドという対

抗する勢力があるわけです。このアイランド、

島は大英帝国を指していたわけです。いまのス

ケールで言うと、中国に対抗するアイランドは

アメリカだということになります。こうした認

識から、中国にとってのライバルはアメリカの

みだというのが中国の認識です。これは、そう

ありたいという願望も含めてということです。 

中国が言う軍事衝突の回避は、大国間の軍事

衝突の回避です。はっきり言うと、米中間の軍

事衝突は避けたい。いま、外交努力とそれを覆

す実力行使が、南シナ海でも繰り返し行われて

きました。中国が南沙諸島に初めて手を延ばし

たのは 1988 年。これはベトナム海軍と海上で

戦闘を行って、ベトナム側に 80 人程度の死者

が出たと言われています。ここから中国は東南

アジア諸国に対して、外交的には対話姿勢。し

かし、これを覆すように中国海軍が常に島嶼を

占拠するといったことを繰り返してきました。

大きく言ってしまうと、中国にとってみれば、

小国との軍事衝突は、必ず避けなければならな

いものではない、という認識があるのです。中

国が避けなければならないと思っているのは

大国間の軍事衝突です。中国が認識する小国と

の衝突よりも怖いのは国内の批判です。ですか

ら、こうしたことに利用されるぐらいなら、

少々の実力行使をして、小国と衝突しても自国

の権益を守るということが行われるでしょう。 

昨年の 6月の米中首脳会談のときにも、習近

平主席がオバマ大統領に対して、日本のような

小国が米中大国関係に影響を与えてはならな

いと最初に言ったといわれています。オバマ大

統領は即座に「国に大小はない」と切り返した

と言われています。 

また、先日のシャングリラ・ダイアログ、ア

ジア戦略会議で、副総参謀長がスピーチをしま

した。副総参謀長は、はじめは「すべての国家

は」という言い方をしていました。が、最後の

最後になって「大国は安全保障に主要な責任を

持たなければならない」という言い方をしたの

です。これも中国は、大国こそが安全保障をつ

くっていく。その他の国がそうした主要な役割

を担うのではない、という認識を図らずも出し

てしまった、ということなのだと思います。 

中国は南シナ海においては、開発のスケジュ

ールをもちろん持っています。時期は考慮する

にしても、今後も進めていくことになると思い

ます。ただ、アメリカが中国の活動をどのくら
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い妨害するのかを見ながら進めていくでしょ

う。 

ただし、南シナ海において、アメリカやロシ

アがすぐに中国に対して軍事力を行使できる

状態にもないというのも一つの現実です。ここ

で南シナ海、東南アジア地域においてどういっ

た安全保障枠組みをつくっていくのかという

ことは、これから考えなければいけないと思っ

ています。 

この新型の大国関係、米中関係について、簡

単にその経緯を申しあげます。中国が大国間の

バランスをどうとろうとしているかといった

ことがわかると思います。 

対ロ関係強化で米国とバランス 

昨年の 4月、ケリー国務長官が訪中した際に、

習近平主席が直接会って、先日、オバマ大統領

と新型の大国関係構築の議論を開始すること

で合意したと述べています。その後、制服のト

ップであるアメリカのデンプシー統合参謀本

部議長が訪中した際に、習近平主席は直接会っ

て、同じような話をしている。そして米中はい

ま新型の軍事関係を構築しようという話にな

っています。 

ただし、6月の米中首脳会談で、米国の、中

国の新型大国関係に込めている意味に対する

牽制が非常に強かった。このときもオバマ大統

領は、新型大国関係という言葉を 3つの表現を

使って、わざと同じ言葉を使わないようにして

います。これは、中国が新型大国関係という一

つの固有名詞にしたものに特別な意味を与え

ることを嫌ったのだろうと。さらに米中間の認

識の違いが、議論すればするほど明らかになっ

た。この結果、米国との協調的な共存というの

は難しいことを中国は認識をしたのだと思い

ます。 

その後、中国で言われるのは、これからはア

メリカとは対立を機軸にしなければならない

ということでした。 

この後、中国はロシアとの協力をさらに強化

しようと模索します。7月に行われた中ロ海軍

共同演習。このときはウラジオストックの沖、

ピョートル大帝湾で演習を行いました。このと

きは、この演習が終わった後も参加した艦隊の

一部を分派して、宗谷海峡を初めて抜けて、日

本の東側へ出ています。さらに、時を合わせる

ようにして、上海の近くの舟山の沖合で実弾演

習も実施した。これをもって中国は、もし日本

が中国に攻撃をするならば、北からはロシアが、

西からは中国が襲いかかるであろうというよ

うなことを言っています。 

さらにこのとき、ロシアが中国と協力姿勢を

みせたことで、アメリカに対するバランスがと

れたと。これで一安心だという話もありました。 

中国でよく言われるのは、日中関係はすなわ

ち米中関係であるということです。特に軍事的

な側面において、日中戦争はそのまま米中戦争

につながるという意識が強くあります。 

このときロシアが協力した。確かに共同演習

はしているのですけれども、昨年はロシア側の

腰は引けています。この演習の発表をしたのは

7 月 1 日でした。7 月 1 日には実は中国側の艦

隊はすでに母港を出発しています。それまでこ

の演習の実施が公表できなかったのには、この

公表の仕方について中ロ間で何らかの意見の

違いがあったからだと思います。さらに、中国

艦隊が宗谷海峡を抜けて日本の東側へ出た。実

は中国艦隊の前に、ロシアの艦隊が宗谷海峡を

抜けて演習を行っています。これはロシア側か

ら聞くところによると、中国に対して、ここは

ロシアの海であることを思い知らせるために

やった、と言っています。このように中ロ間で

はいまだに不信感は残っていますし、去年の段

階では、ロシアは中国に対して全面的な協力を

示す意思はなかったと思います。 

こうした後、昨年の 11 月に中国の防空識別

圏が公表されました。これはアメリカのバイデ

ン副大統領訪中の直前です。すでにバイデン副

大統領が日本に来ている段階で、この防空識別

圏を公表しています。なぜこの時期に公表した

のか。これは、一つには中国の強硬姿勢をアメ

リカに対してみせることです。ここに危機があ

ることを見せることによって、米中間で安全保

障を構築するのだ、ということを内外に強く知

らせたいという意思があったと思います。 
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ただ、こうした危機を出してみても、アメリ

カが乗ってこないと中国はメンツを失ってし

まう。バイデン副大統領が間もなく訪中する。

しかも途中まで来ている段階で、訪中自体がひ

っくり返るほどのことではないだろう。この時

期に防空識別圏を公表すれば、必ずバイデン副

大統領が訪中した際にこの問題を議論するこ

とになる。これが中国のねらいであっただろう

と思います。また、バイデン副大統領はリベラ

ルで知られる方ですから、中国にとっては最初

に議論する相手としては最適だったとも言え

ると思います。 

こうした情勢の中で中国は、アメリカとロシ

アのバランスをとりながら、アメリカとの対立

的共存をつくり出そうとしています。 

2007 年に、キーティング太平洋軍司令だっ

たかと思いますが（申しわけありません、詳し

くはっきりと記憶していないのですけれども）、

米軍の高級将校が、中国に渡ったときに、当時

の中国の国防部長であった曹剛川が太平洋分

割論を挙げています。太平洋をハワイで東と西

に割って、東をアメリカ、西側を中国が管理す

るのはどうだという話です。最近、中国はこの

太平洋分割論は言っていません。「太平洋には

2つの大国が活動するのに十分な空間がある」

という言い方に変わっています。これは、お互

いにこの地域を分割するのではなくて、2大国

が自由に活動しても、お互いに干渉しないでい

られるのではないかという働きかけでもあり

ます。 

こうした中で中ロというのは微妙な関係を

続けてきたわけです。中国はロシアをアメリカ

へのカウンターバランスとして利用したい。た

だ、ロシアは去年まではこれに腰が引けていた。

しかし、ことしの 3月にロシアがウクライナの

クリミアを併合したあたりから状況が変わり

ます。ロシア側の状況が変わるわけです。欧米

の制裁等によってガスの供給先を新たに探さ

なければいけなくなった。投資が落ち込んだこ

とを何とか回復しなければいけない。さらには

国際社会において全く孤立するわけにはいか

ない。そんなことから、中ロ協力へのインセン

ティブが生まれてきます。そこで天然ガスの供

給に関して 30 年間 4,000 億ドルというような

契約もなされたわけです。またロシアのプーチ

ン大統領がこの訪中の間に、去年はロシア側の

腰が引けていた海軍の合同演習の開幕式に中

ロ両首脳が 2 人で出席するといった様子が報

道もされました。 

これは中国にとっては思わぬ後押しになっ

てしまったという側面がありました。中国の中

ではいらついた言葉も聞かれました。中国は、

自分がコントロールできる範囲で米ロのバラ

ンスをとりたかった。いきなり状況が変わって

ロシアから背中を押されたという感じになっ

たようです。ただ、中ロ間には不信感が根強く

あります。ロシアは中ロ協力を模索はしていま

す。けれども、中国経済に取り込まれる恐怖を

なくしてはいない。中国への警戒心も引き続き

持っています。 

また、中国ではクリミアの併合は、国の原則

として支持できないということがよく言われ

ます。中国は国内に少数民族が住む自治区を抱

えています。こうした自治区が独立宣言して、

それを他国が支持をするということになった

場合は、中国にとっては悪夢になってします。

そういった中、中ロ協力は、あくまで対米牽制

という一点に尽きるのです。 

米国には勝てないと理解 

なぜ中国はここまでアメリカとの軍事衝突

を嫌うのでしょうか。もちろん中国がアメリカ

と戦争しても勝てないということを理解して

いるからです。米中のパワープロジェクション

を比較してみますと、明らかに軍事力に差があ

ることがわかります。まず、米中の軍事力を、

すべてをぶつけ合うということはそもそも考

えにくいのですが、それでもこうした兵力の差

を見ただけで、戦うことができないと感じるの

は普通でしょう。空母にしても、米国は 10隻、

中国は訓練空母。これは動いているのが奇跡の

ような船です。これが 1隻あるだけ。いま、少

なくとも 2 隻建造していると言われています。

これも空母の運用を理解しないまま建造して

いるという形です。 

さらに原子力潜水艦。これも攻撃型原潜です。
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これはアメリカが数十隻持っているのに対し

て、中国の商級はまだ問題があってなかなか使

えない。また新たに攻撃型原潜も開発している

段階です。さらに兵力の輸送能力に関しても圧

倒的な差があります。 

こうした中で、中国が一体どのような軍事戦

略を持とうとしているのか。これは装備品をみ

ていくと、その傾向がみえるということです。 

先ほど少し申しあげた中国の空母「遼寧」で

すが、これはあくまで訓練空母です。満載排水

量は6万4,000トンと非常に堂々とした船です。

1998 年にウクライナから建造中のものを購入

しました。これは 2005 年になって初めて大連

で海軍用の塗装がされました。これまでの間、

中国ではこの船を本当に空母として使えるの

かどうか、相当な研究や議論がされたと聞いて

います。このウクライナから購入する際に、中

国は最初からこの空母を利用するつもりでい

たわけです。実はこの意図を察したアメリカが

ウクライナに、内部を徹底的に破壊するように

圧力をかけたと言われています。この「遼寧」

が中国に渡ってきたときには、配管や配線はす

べて取り外されていました。エンジンも、その

本体は残っていましたが、その本体の表面につ

けられているはずの性能諸元や数値の制限な

ど、そういったものもすべて取り外されていた。

もちろん設計図もないわけです。そういった状

況から中国はこの空母を修復しなければいけ

なかったわけです。 

2005 年になってようやく空母として動かす

ことになった。それゆえに海軍仕様の塗装がさ

れたのです。それでも海軍がこれを練習空母と

すると公表するまでに、さらに 3年の年月を要

しています。 

こうした間に中国海軍では空母の研究を熱

心に行っていました。この空母が就役するのが

2012 年の 9 月です。1年間をかけて航海試験を

実施しています。この間 10 回、繰り返し問題

を摘出するための航海を行っている。この空母

「遼寧」に関しては、実はこれが就役した後、

この修復に携わった技術者たちが、どんなにこ

の修復が困難だったかについて報道等で語っ

ています。実に蒸気ボイラーに関しては設計図

が全くなくて、どのぐらいの圧力が正常なのか

わからなかったと機関長は言っています。です

から、最初修復したときは、圧力が足らなくて

出航のための出力が得られなかったと。 

それでも十分に圧力が高くて危険だと感じ

た。それが本当に危険なのかどうかさえわから

なかった、というような状況で動かしている船

でした。 

さらに、航空機関連の設備に関しては、1万

以上の問題があったと技術者が言っています。 

こうした問題を一つひとつ、巨大なパズルを

組み上げるようにしてつくった船だと言える

でしょう。 

そして、こうした船は、いまだ十分に運用さ

れていません。やはり問題があるのだと思いま

す。航空機の発着艦も十分な数が行われている

とは言えません。 

空母で南シナ海のプレゼンス強化 

にもかかわらず新たな空母を 2 隻建造して

いる。空母の運用のノウハウもわからない。も

ちろん作戦にどう使うかといった検証も何も

されないまま新たな空母を建造している。これ

は、普通では考えられないわけです。船を建造

するときには、もちろん作戦様相を考え、どの

ように運用するかを考えたうえでデザインを

します。そうしたデザインなしにつくっている

ということは、少なくとも米海軍と戦闘するつ

もりはないのでしょう。そのほかの目的に利用

するために、それでもいま必要だったのだと言

えると思います。 

また、空母をつくるということは、空母を護

衛する艦隊が必要になる。米海軍でいう空母戦

闘群です。こうしたものが必要になるだろう。

このための駆逐艦フリゲートの建造が急ピッ

チで進んでいます。052Ｃというのは、中国版

イージスとして 2000 年代前半に登場した船で

す。この船は、実はレーダーにカバーがついて

いて、なぜ膨らんだカバーがついているのかわ

からなかった。最近になって、レーダーが過熱

して危険なために冷却装置をつけていた。それ

がこのカバーだったようです。どうもこの問題
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が解決をされ、052Ｄという新しいイージス艦

が出てきました。フラットなレーダーをつける

ことができるようになった。こうした船を毎年

4 隻ずつ、2013 年、2014 年と進水させていま

す。さらに、現在でも 052Ｄは 3 隻が建造中、

あるいは艤装中です。こうしたペースで船が建

造できるというのは通常では考えにくいこと

です。 

こうした船がどこに重点的に配属をされて

いるか。南海艦隊です。いま、海南島の南端に

も大きな海軍基地をつくっています。こちらの

基地に重点的に配備をされるという形になっ

ています。 

楡林という海南島の最南端、これは中国の最

南端で南シナ海に飛び出した格好になってい

る島です。この最南端に非常に大きな海軍基地

をつくっていること自体が、中国の関心がいま

どちらに向いているかを示していると思いま

す。 

この海軍基地には 960 メートル程度の巨大

な桟橋が 2本あります。さらに、原子力潜水艦

用のトンネル基地も建設されています。そのほ

かにも巨大な桟橋が何本もあって、分析による

と、2個空母戦闘群をこの基地から運用できる

とも言われています。 

こうしたことを考えると、中国の関心がいま

は南、さらには南シナ海を抜けて西へ向いてい

ると言えるでしょう。 

中国の国防予算にも限界 

もう一つ、大型の艦艇ではフリゲートという

船があります。このフリゲートは、すでに 1990

年代の末から、この 054 型、江凱クラスという

型に統合が進んでいます。この船は、いまは

054Ａという改良型になっています。この船も

大量に建造している。そうすると、イージス艦

もこの型に統一されてきています。2020 年に

は 052Ｃという技術的に若干問題のあった船

と、それが改良された船を合わせて 22 隻程度。

この 054Ａ型という船が 40 隻程度になるので

はないかと考えられます。 

ただし、これだけの船をつくっても、まだ空

母戦闘群を維持し、さらに 3個艦隊に配備をす

るのは難しいのが現状です。これでも船の数は

足りません。しかし、中国の国防予算にも実は

制限があって、これ以上のことはなかなかでき

ない。 

そこで言われているのが 3 個艦隊の再編成

です。3個艦隊を2個艦隊に変えてはどうかと。

さらには、大型の艦艇が外洋に出ていくのに対

して、近海の防御はさらに小さな船で行うとい

うことです。小さな船は安くなる。これで補う

ことができないかと。これが 056 型というコル

ベットです。1,300 トンぐらいしかありません。

江凱クラスのフリゲートが 3,600 トン強です

から、その半分です。外洋を航行するよりも、

近海での活動を主として行うという船になり

ます。この船が、いま大量に建造されています。

2012 年には 8隻。2013 年には 10 隻が就役しま

した。 

南海艦隊に 4隻、東海艦隊に 3隻、北海艦隊

に 3隻、香港に 2隻が、すでに配属されている

のが確認されています。まだ航海試験を行って

いて配属されていない船も数隻あります。 

そうすると、米海軍と軍事衝突をするのでは

なくて、ほかの目的に使われるための空母と、

これを防衛するための船を一生懸命つくって

いるということになります。 

これを何に使うのか。中国にとって有利な地

域情勢をつくり出すための軍事プレゼンスと

して使用するということだと思います。 

中国が危機感を感じているのは、中東などで

自国に有利な情勢をつくり出せるのは米国し

かないということです。実はイランがホルムズ

海峡を封鎖すると言ったときに、封鎖する手段

としては機雷等が考えられるわけです。アメリ

カは直ちに多国籍の機雷掃海演習を実施して

みせました。ホルムズ海峡で実施をしてみせた。

これによってイランの封鎖などはあり得ない、

そんなものは実効性がないということを、これ

も実力をもって示したのです。 

さらにはシリアの内戦が起こりそうだとい

うときに、アメリカの海軍は直ちに軍艦 2隻派

遣した。いつでも巡航ミサイルが撃ち込める体



12 
 

制を整えた。結果的に軍事力は行使しなかった

わけですが、こうした状況をみて中国は、やは

り中国にとって有利な地域情勢をつくり出す

ためには、中国にとって必要なのは軍事プレゼ

ンスだという結論に至ったのだと思います。 

つまりアメリカと衝突するコースではなく

て、アメリカと競争するといったイメージにな

るのではないか。それでも中国が自国の権益を

追求しようとすれば、権益が対立するアメリカ

はこれに対抗する可能性があるわけです。それ

でもアメリカが中国に軍事力を行使しないと

いう保証が必要になるのです。 

戦略経済対話等でケリー米国務長官は、中国

側の話に乗ってしまった嫌いがあります。ケリ

ー国務長官は、「過去の大国関係というのは戦

略的敵対関係になったけれども、米中関係は必

ずしもそうならない」という発言をしました。

これは米中関係を過去の大国関係になぞらえ

てしまった。中国がいう大国関係にケリー国務

長官は乗った。その場では、言葉では乗ってし

まったということです。中国が欲しかった「問

題の解決は議論でやるのだ」と言っています。 

米国の妨害防止のため戦略兵器開発 

ただ、中国は言葉だけで米国を信用したりは

しません。口での保証も取りつけながら、実力

でも相手が手を出せないようにしたい、これが

望ましいわけです。そのために、アメリカに中

国の活動に口を出させない、妨害をさせないた

めに必要なのが、戦略兵器による抑止です。現

段階では核兵器です。そのために必要なのは、

もちろん大陸間弾道弾です。中国は昨年の 12

月にＤＦ-41 という、新たに開発された大陸間

弾道弾の発射試験を実施しています。中国はい

までもこの大陸間弾道弾の開発を積極的に継

続しているのです。このＤＦ-41 の弾頭はマー

ブ化、多弾頭化されています。1発のロケット

で 10 個の核弾頭を運搬できるのです。これは

アメリカがロシアなどと進めている核兵器削

減の流れに逆行するものです。中国としては、

アメリカが中国の邪魔をしないためには、核兵

器による抑止が必要だと考えているのでしょ

う。 

そして最終的なアメリカに対する核報復攻

撃の保証になるのは、やはり原子力潜水艦、戦

略原潜です。094 型というのをいま中国は持っ

ています。 

割合早い時期にこの原潜の写真がインター

ネット上に公開されました。公開といっても、

中国政府が出したわけではなくて、インターネ

ット上に流れているのを黙認した。中国がこう

した核の報復手段を持っていることを明らか

に示したわけです。そもそも戦略原潜というの

は、その存在は明らかになっている。けれでも、

その位置、どこにいるかわからない。その場所

を秘匿することによって抑止力を有するもの

です。中国はようやくこの戦略原潜の意義を理

解してきたと言えるでしょう。 

この戦略原潜、あるいは攻撃型原潜などをど

こから運用するのか。実はこれも南シナ海、海

南島からの運用を考えています。これまで原子

力潜水艦は北海艦隊にありました。北海艦隊の

基地というと、青島、大連、葫蘆島などの基地

になるわけです。実は東シナ海は水深が非常に

浅い。潜水艦が行動するのにあまり適していな

い。さらに、東シナ海から太平洋に抜けてパト

ロールをするには、日米の海上自衛隊、海軍に

必ず探知されてしまう。これではパトロールに

ならないわけです。位置が秘匿できない。潜水

艦が行動するときに位置がわかってしまうと、

その後、米海軍の攻撃型原潜がずっと追尾をし

てしまう。そうするとアメリカに対して核攻撃

をするどころの話ではない。その点、南シナ海

は出航してすぐに潜航（ダイブ）ができる。南

シナ海を取り囲む国々の海軍力が決して高く

ない。こういったことから、中国としては戦略

原潜の運用は、南シナ海からしかできないとい

う認識を持ったのではないか。 

ただ、こうした戦略原潜も、いまのところま

だ十分な技術が達成されていないようです。新

たな戦略原潜が開発、建造されています。 

さらに中国がいま開発をしている戦略兵器

が、新たにゲームチェーンジャーになるのでは

ないかと言われています。それは極超音速飛翔

体、英語で言うと Hypersonic Glide Vehicle

です。中国が開発しているのはマッハ 5以上の
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ものです。極超音速飛翔体というのはマッハ 5

以上で飛翔する物体なわけです。それの総称で

あって、これをどのように使用するかは国によ

って考え方は違うと思います。アメリカは、こ

れに弾頭さえつけなくていいのではないかと

いう考えもあるようです。マッハ 5を超える超

音速でその質量のものが相手に衝突をすれば、

その破壊力だけでも非常に大きい。さらに飛翔

させるということは、飛行姿勢を変える、飛行

経路を選べるということです。これを撃ち落と

すことはとても難しい。さらには、ピンポイン

トで目標をねらえる。そうした極めて戦略的で

すが、使用のハードルの低い兵器が登場する可

能性があるのです。 

核兵器はあくまで抑止に使うものである。実

際に使われることはないと認識されていたの

は、その使用のハードルが高い大量破壊兵器だ

からです。ただし、この極超音速飛翔体は、核

弾頭を搭載しなくても十分に威力のある兵器

です。大量破壊を伴わないということになると、

使用のハードルが低いということも言えます。

これを中国は開発をしているのです。 

宇宙、サイバー空間でも米中競争 

こうした同じ兵器を開発していながら、オバ

マ大統領はこの極超音速飛翔体を核兵器廃絶

の切り札ともしたい考えでした。実は中国は劣

勢な核兵力を補う新たな戦略兵器という位置

づけで使ってくるだろう。そうすると米中間に

やはり認識のギャップが出てくる。 

米中間でこうした新たな戦略兵器を持ち合

った場合にどうなるのかということですが、ア

メリカはこれを一方的に許すはずはないわけ

です。これに対抗する手段を着々と研究を進め

ているのです。 

これは極超音速飛翔体だけを対象にしたも

のではありません。アメリカが進めているネッ

トワーク・セントリック・オペレーション。こ

れはネットワークを中心としたオペレーショ

ンです。船や飛行機といったビークルはネット

ワークの一つひとつのデバイスにすぎない。意

思決定はもっと大きなネットワークで行うと

いう考え方です。いまでもイージス艦がすごい

のは、人間の判断を介さずに目標に対処できる

からです。イージス艦は 100 以上の目標を探知、

追尾することができます。この中から自動的に

脅威度の高い目標というものを選別して、10

以上の目標に自動的に対処することができま

す。これは、すべて人間の判断を介さずに、オ

ートマチックで実施をすることができる兵器

です。さらにこうしたイージスシステムを大き

なネットワークの中で使用していく。これをア

メリカでもシステム・オブ・システムズと言っ

ています。システムをさらに統合して、さらに

大きなシステムにする。 

これを可能にするのがネットワークです。各

艦の艦長は、一体自分の船が何をしようとして

いるのか自分でさえわからなくなる可能性も

出てくるという世界になります。そうすると、

ネットワークの中で何か探知があったときに、

そのネットワークが、それは何なのかを判断す

る。脅威があるか、ないか。脅威があると認識

した場合には、そのネットワークがそのネット

ワークの中にあるどのデバイスが一番攻撃す

るのに適しているかを判断する。そしてそのデ

バイスに攻撃をさせるといったことが将来的

には出てくる可能性があるのです。 

こうすることによって、リアクションタイム

というのが飛躍的に短くなります。そうしたリ

アクションタイムの短縮を強いるのが極超音

速飛翔体のような新たな戦略兵器になるだろ

うと思います。いまでも巡航ミサイルを落とす

のは非常に難しいと言われています。この巡航

ミサイルを撃ち落とすのが難しいのは、自分で

飛ぶからです。自分で飛行経路を選択して飛ぶ

からです。 

大陸間弾道弾は、あくまで放物線を描いて落

ちてくるだけのものです。まだその未来位置が

予測できるわけです。ミサイルを撃って、これ

を落とすには、そのミサイルが目標に当たるま

でに時間がかかる。相手も動くわけですから、

その動きが変わる可能性がある。これを落とす

のは非常に難しくなります。 

こうしたネットワーク・セントリック・オペ

レーション、ウォーフェアというものがどんど

ん進んでいく。実際、アメリカが進めているの



14 
 

がＮＩＦＣ-ＣＡ(Naval Integrated Fire 

Control Counter Air)です。これは単に防御だ

けを示しているものではありません。米海軍が

考えているＮＩＦＣ-ＣＡの中には、敵策源地

の攻撃まで含まれます。こうしたオペレーショ

ンは、だんだん切り離すのが難しくなっていく

というのが実際だろう。そうしたオペレーショ

ンは、どこからが攻撃的で、どこからが防御的

かを判断するのが難しくなる。さらには、自分

はネットワークの中の一つとして行動すると

いったオペレーションが将来的にはみえてく

る。そうしたときに、個別的自衛権、集団的自

衛権といった判断は、すでに軍事的合理性には

かなわなくなってくるのでないでしょうか。 

いま、米中間ではサイバー戦なども戦われて

います。ネットワーク・セントリック・オペレ

ーションが、ネットワーク・セントリック・ウ

ォーフェアに発展していくと、このサイバー攻

撃はさらに重要な意味を持ってくるでしょう。 

ただ、一方で中国はいま大規模な演習を実施

しています。3カ月間という長期にわたるとい

う話もあります。実はこの演習は大きなシナリ

オに沿ったものなのではないか。中国の報道を

みていると、6個軍区の陸軍の部隊 10 個が、6

つの基地にそれぞれ順番に赴いて訓練を実施

するというような表現があります。これは大き

なシナリオの中でそれぞれに動いているとい

うよりは、個別の訓練をするために部隊が移動

しながらそうした訓練を実施する。個別訓練を

繰り返しやっている。その期間が長くなるとい

うことなのだろう。 

実際これは、習近平主席が 2012 年の 12月に

広州軍区で言った「戦えるようになれ、勝てる

ようになれ」というこのスローガンに基づくも

のなのです。習近平主席は人民解放軍がまだ戦

える状態にないことを認識しているのです。今

回の訓練も、軍隊をたたき直すためと、中国の

国内でも言われます。それができるようになっ

たのも、徐才厚等をたたいて軍に忠誠を誓わせ

たからなのです。これまで江沢民の影響下では

人民解放軍はまともな訓練をしてこなかった

と言われています。江沢民は、訓練で死者を出

すなということを指示しました。人民解放軍は、

これ幸いと訓練をほとんどしなかった。こうし

たことがいまになって問題になっているので

す。習近平はいま、これをたたき直そうとして

いると言われています。 

こうした流れの中で、中国の軍事戦略は、中

国共産党による長期の安定統治が目標です。こ

のためにいま必要なのはアメリカとの戦争で

はない。実際に考えているのは経済発展の継続

です。ただし、このためには海外での経済活動

は展開しなければならない。さらに、その段階

においてはアメリカ等と衝突する可能性があ

る。このアメリカとの衝突だけはいまの軍事力

を考えても絶対に避けなければならない。ただ、

一方で、相手が中国の考える小国であった場合

には、やむを得ない場合もある。これを達成す

るために整備されているのが、いまの人民解放

軍であると言えるでしょう。すなわち米中の対

立的共存と権益を追求することが求められて

いるのです。 

日本を無視できない二つの理由 

最後に日中関係について。中国が日本を小国

と考えているかどうかが問題になります。中国

はよく日本は小国だと言いたがる。その実、認

めたくない中でも中国は日本を無視すること

ができない。これには 2つ理由があります。 

1 つは、中国にとって日本からの経済的な、

特に投資、技術を伴った投資がまだ必要だとい

うことです。これまで土地開発によって経済発

展を遂げてきた中国は、まさに限界にあるわけ

です。今後は開発したものに何を乗せていくか、

何を入れていくかに焦点を当てていかなけれ

ばならない。その中で日本からの投資は不可欠

なのです。 

もう一つが日米の安保条約、それと自衛隊の

存在です。日中関係は米中関係だという意識も

あります。中国は自衛隊と対抗するだけでも、

局所的な戦闘においては自衛隊に勝てないと

いう意識を持っています。ただ、中国で問題な

のは、軍事を理解している人は口がきけない。

強硬派と言われる人たちは、ただの研究者です。

制服を着ていても軍事のことは全く知らない

人たちが、ただ強硬なことを言っていることが
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多い。さらには、軍の中でも党の意思を通すの

は政治将校たちで、彼らも実は軍事のことは全

く知らない。こうした乖離は実は危険でもある。

実際に現場で指揮をする、運用指揮をする人間

は、いま日本と戦闘しても勝てないと認識して

いる人が多いのではないかと感じています。 

そうした中で日本が中国にどう対処してい

くのか。中国が日本に手を出せない 2つの理由

をしっかりとキープしていくこと。1つは経済

発展。日本の経済力を強く維持することだと思

います。もう一つは、日米同盟もさることなが

ら、自衛隊の能力をしっかり維持していくこと

だろうと考えています。 

＜質疑応答＞ 

司会 小原さん、どうもありがとうございま

した。軍事戦略から最新の装備に至るまで、非

常に詳しくお話しいただきました。 

 

質問 2 点聞かせてください。1 つは、射撃

管制レーダーの照射のときと、今回の空軍機の

異常接近について中国の軍人と話をすると、艦

長の独断でやった、あるいはパイロットがはね

上がりでやったということを言う。果たして人

民解放軍で指揮命令系統がまだ確立されてい

るのか、軍規がちゃんと保たれているのでしょ

うか。 

もう一つは、許其亮さんの副主席抜てきと、

海・空軍への予算重点配備で、人民解放軍の本

体である陸軍が大変不満を持っているという

話を聞きます。そういったことが実際あるのか。 

 

小原 ありがとうございます。独断でやった

というのは、その意味がどうかということです。

十分にあり得ると思います。特に空軍のパイロ

ットに関しては、空軍は 1機 1機が単独で飛ぶ

わけです。実はこの異常接近に伴う衝突は

2001 年に米中間で起こっています。このとき

アメリカ海軍の哨戒機と中国軍の戦闘機が衝

突した。このときの中国軍の戦闘機の一人のパ

イロットが、その衝突以前にも繰り返し同じ飛

行をしています。これはもう米海軍の中で有名

だったようです。非常に近い距離で、ふらふら

しながら飛ぶ。このふらふらするというのは、

戦闘機は高速で飛ぶように設計されています

から、低速になると安定性を失うのです。翼の

一部で揚力を失う失速が起こってくる。そうい

った状況で非常に危険な飛行をしているのが、

米海軍の中ではもう有名だった。でも、ほかの

パイロットがやっていたわけではない。米海軍

でも、これは特定のパイロットによるものだと

いうふうには認識していたようです。 

ただし、だからといって当時の人民解放軍が

それを抑えられなかったこと自体にも問題が

あるわけです。実際その中国のパイロットが亡

くなった後、最初、江沢民は対米強硬姿勢をと

っていなかった。数日して解放軍報が 1面でい

きなり、亡くなったパイロットの英雄キャンペ

ーンを始める。これは江沢民に対する圧力だっ

たのではないか。このころから江沢民は対米強

硬姿勢をとる。一旦何か起こってしまうと、人

民解放軍はこれを否定することはまずないと

思います。 

今回もそうです。実際、やったともやらなか

ったとも言えなかったところに、いまの中国指

導部のジレンマがあると思います。実際、習近

平は、海軍はよくコントロールしてきています。

南シナ海でも、ベトナムとの衝突があった際に、

その現場から一定の距離をとって離れていろ

という指示があったようです。そこから前に出

たことはないわけです。ただ、そういったグリ

ップはあまり強硬にきかせることはできない

ものだと思います。空軍のパイロットがそうい

うことをする。空軍の中にも、行け行けどんど

んという土壌があると申しあげました。その中

で、こうした行為が愛国主義だと、自分の格好

よさを示す機会だといったような認識を持つ

パイロットが出たとしてもおかしくはない。さ

らにそれをとめるのが難しい。 

人民解放軍の中枢は陸軍 

習近平主席も予算等の措置によってそうし

た空軍の不満を、ようやく解消しつつある。そ

んなところに、強硬にこれを押さえつけると、

また不満が出かねない。そうすると空軍に対し
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てもなかなか、言葉では言いつつも、強硬にこ

れを抑えることは難しい状態にあると思いま

す。 

おっしゃったように、海軍が優遇され、今度

空軍が優遇され、陸軍のほうは不満もあるだろ

うと思います。ただそれでも陸軍がまだなだめ

られているのは、陸軍は海・空軍と同列にない

からです。あくまで中国では人民解放軍の中に

海軍と空軍があるのであって、人民解放軍自体

が陸軍という位置づけです。ここではやはり圧

倒的な立場の差があります。海・空軍は、中国

では 7大軍区の司令員と同列扱いです。そうい

った意味では、その部分でまだなだめられてい

る部分がある。ですから、総参謀部においても、

意思決定の中枢はやはりその人民解放軍であ

って、海・空軍ではない。そういった意味では、

不満は出つつも、人民解放軍、陸軍が暴発する

ことは、いまのところは考えにくい。空軍が暴

発するよりも可能性は低いと思います。 

 

質問 中国の空軍力が飛躍的に伸びて能力

が出ているとききます。これは事実でしょうか。

日本は次期戦闘機Ｆ-35 で対抗すると思いま

すが、日本はこのＦ-35 を配備すれば、これに

対抗できるのでしょうか。 

中国本土からのミサイルの航続距離が延び

たことによって、アメリカの空母の中国大陸へ

の接近が難しくなりつつあるという記事をア

メリカの雑誌で読みました。そうなりますと、

アメリカの空母の行動が制約されるものなの

でしょうか。 

 

小原 中国の空軍力についてですが、もちろ

ん中国空軍も新しい戦闘機は配備しています。

さらに早期空中警戒機等も配備しています。Ｋ

Ｊ-2000 といったようなものです。ただ、ロシ

アはこれに関するコアの技術を売らなかった。

イスラエルから買おうとしたら、これも問題が

あった。イスラエルが売ってくれなかったので、

イスラエルのシステムをベースにしながら開

発を進めたと言われています。こうした装備品

自体の近代化は進んでいます。ただ、スホーイ

27 をライセンス生産したＪ-11 の性能は、やは

りスホーイ 27 より相当落ちると言われていま

す。自国で開発を進めているステルス機で、一

番問題なのはエンジンです。中国では、まだ高

性能な航空エンジンを自主開発する技術がな

いと言われています。実際、中国は数年前です

が、イギリスの大学に多額の援助をして、高性

能航空エンジンの共同開発を進めたりしてい

ます。そういった段階にあって、空軍の装備を

必ずしも自国ですべて賄える状態にはないと

思います。 

ただ、早期空中警戒機も、他国の技術援助等

もあってのことだと思いますが、問題は徐々に

解決しています。早期空中警戒機として実際に

行動したことは確認をされています。一度に十

数機の航空機をコントロールした実績が、四川

大地震のときに確認をされています。ですから、

早期空中警戒機としての機能を持っているの

です。 

システムの構築が弱点 

ただ、こうした個々の装備品が近代化されて

も、中国が一番弱いところは、システムの構築

です。これがまさにアメリカとの大きな違いな

のです。個々のシステムの構築はようやくでき

るようになってきました。個々のシステムとい

うのは航空機システムです。今後このシステ

ム・オブ・システムズをネットワーク化する。

この大きなシステムをどうつくっていくのか

という点が、中国は一番弱いです。 

2001 年の先ほどの衝突事案のときに、米軍

のＥＰ-3 を中国は徹底的に解剖しました。大

部分の重要な機器はすでに破壊され、海に投棄

されていたにもかかわらず、中国がそこから学

んだことは大きいと聞いています。それほど中

国には先生がいない。こうしたことを一つ一つ

試行錯誤しながら学んでいかなければいけな

い。このシステムをつくることがまずとても難

しい。 

それともう一つは、これは空軍だけではなく

て、陸海も同じなのですが、補給に大きな問題

があります。例えばソーティーを組んで何機も

一度に出撃をして帰ってきて、これに給油をし
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て、ミサイルや弾を詰める。ここに大きな問題

がある。これに時間をかけると、結局、出撃の

間があいてしまう。効果的な作戦ができなくな

る。こうしたところを、いま努力をして改善し

ようとしていますが、海・空軍ともに、まだま

だ途上にあると思います。 

それから第 2 点はＡＳＢＭ（Anti-Ship 

Ballistic Missile）のことでしょうか。ご指

摘のとおり、この能力改善を中国は進めていま

す。これは、これもおっしゃるとおり、アメリ

カの空母戦闘群が中国本土に近づけないよう

にするためです。一つはこのＡＳＢＭがどの程

度正確に目標を撃てるのかという、技術的な確

証をアメリカでさえまだ持っていない。ただ、

あると言われている以上は、これに対処する必

要がある。ＮＩＦＣ-ＣＡのようなネットワー

クを用いたオペレーションにつながっていく。

こうしたことによって経空脅威、空を経て来る

脅威に米軍は対処しようとしているわけです。

武器は階段を上るラダーのようなものです。ど

ちらかが開発を進めれば、さらにそれに対抗す

る技術が出てくる。今後、米中間のこうした技

術競争はしばらく続くと考えています。 

 

質問 中国はサイバーにどれぐらい力を入

れていくのか、その見通しをお聞きしたい。サ

イバー戦力からいえばアメリカのほうが圧倒

的です。中国が力をつけていくと、サイバー空

間での米中の対立が激しくなっていくのでは

ないでしょうか。対立はそのままどんどん激化

していくのでしょうか。あるいはどこかの時点

でお互いに抑制しましょうというような形で

話をするのか。そのあたりの見通しもお聞かせ

ください。 

 

小原 中国はサイバー戦に関しては、アメリ

カの国防目的で始まったインターネットを使

用せざるを得ない状況にあります。中国は自分

たちの位置を特定するためにＧＰＳを用いて

います。この中で行われているのがサイバー戦。

ネット空間でのオペレーションということに

なります。これまで中国では、情報部の中にあ

る第 3部、技術偵察部が、サイバー戦の主要な

アクターでした。ただ、最近になって、まだこ

の 3部の中にあるようなのですが、新しい部隊

の存在がわかってきました。いままで中国のサ

イバー攻撃は産業スパイが主たる目的でした。

そもそも目的がそうだったから技術偵察部が

行っていたのです。今回みつかった部隊はアメ

リカの民間の企業が出している報告書にあり

ます。通信の部門にアクセスをしている。通信

や宇宙の部門にアクセスをしている。中国のサ

イバー攻撃の目的が変わってきている可能性

があると思います。 

中国は安全保障関係に直接かかわるような

サイバー攻撃をすることに対して、アメリカを

非難しているのです。アメリカは中国の産業ス

パイ的な行為に対して抗議をしている。いまま

では非対称戦だった。今後こういったネットワ

ーク・セントリック・オペレーションがだんだ

ん進んでくると、中国としてもアメリカと同じ

ようなサイバー攻撃を考えるというのが普通

だと思います。 

独自のネットワーク構築を目指す 

ただ、一方で中国は、ここでもアメリカとの

衝突を避けたいという思いが働いています。中

国国内は少なくともインターネットとは別の

ネットワークを構築しようとしています。測位

航法衛星は北斗というシステムを打ち上げて

います。ただ、この北斗は精度が非常に悪い。

ＧＰＳの補完ぐらいにしかならないと言われ

ています。このために中国はＧＰＳではなくて、

以前はヨーロッパが上げていたガリレオとの

統合を図っていたわけです。今回はロシアとも

それをやろうと。実際にアメリカの測位航法シ

ステムを使わずに、自分たちで独自の測位のネ

ットワークをつくろうと、努力をしています。

さらにはネットワークも、少なくとも中国国内

においてはインターネットに依存しない自分

たちのネットワークをつくる。そうすると、イ

ンターネットとは別のサイバー空間ができて

くるということになります。こうしたものをオ

ペレーションに使いたいということなのだろ

うと思います。 
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一方で、アメリカのそうしたネットワークを

破壊するのは戦術的には有効なので、そういっ

た技術は高める努力はする。 

一つではなくて、違ったサイバー空間が存在

する。米中がそれぞれの空間でサイバー攻撃と

それに対する防御を展開する。といった状況が

将来的には出てくるかもわかりません。まだ中

国が自分でつくろうとしているサイバースペ

ースは全く十分とは言えません。当分はいまの

サイバースペースの中でのアメリカと中国の

攻撃と防御のやりとりは、激化していくとは思

います。 

 

質問 中国の国民の中で人民解放軍のイメ

ージについて、向こうでお感じになったことを

教えていただきたい。人民解放軍の国内的なイ

メージというものは、いまどういうものなので

しょうか。 

さきほどの徐才厚や谷俊山の罪状の中に、売

官ということが強調されております。要するに

賄賂で官位を与えているという。こういう実態

が国内のメディアで大々的に書き立てられる。

そもそも人民解放軍に対する信用がないので

たたいているのでしょうか。その辺もちょっと、

現地での感覚を教えていただきたい。 

 

小原 人民解放軍のイメージは都市部と農

村部では大分違うと思います。それも最近では

大分変わってきています。私が北京にいた

2000 年代の前半は、少なくとも都市部では人

民解放軍に志願したいという若い人はもうほ

とんどいなくなっていました。それよりも外資

系の企業に就職をしてお金を稼いだほうがい

いと。人民解放軍に入って得をすることは何も

ないという状況でした。 

ただし、農村部では、人民解放軍に入隊をす

ると一つ大きな特典がありました。これは、共

産党員になれる可能性があったのです。人民解

放軍の幹部は共産党員ですけれども、兵隊は必

ずしも共産党員ではなくて、優秀な人間だけが

党員資格を与えられるというものでした。党員

資格が欲しくて農村部から志願をしてくる人

は多かった状況です。これが共産党員になって、

義務年限 2年終えて農村に帰ったとすると、農

村部では共産党員であるだけで村の幹部にな

る。そうすると家族、一族郎党の生活が一変す

るわけです。ですから人民解放軍に家族の中か

ら一人誰かが入ると、上司に対するつけ届けが

非常に多かった。中国では走後門といって、裏

門に回るというのです。一族郎党、入れ代わり

立ち代わり上司につけ届けをしに行く。これは

もう当時から中国でも問題になっていました。

何とか家族の中から党員を出したいという希

望があったわけです。 

ただ、それでも軍の中では、一人っ子政策の

中で入隊してきた隊員たちの集団生活への適

合性のなさという問題がありました。もう途中

で嫌になった。けがや病気を理由に訓練に一切

出なくなる隊員とか、いろいろなのがいた。こ

うした隊員をどう扱うのかが最大の問題にな

っていました。 

昔は、軍に入れば腹いっぱい食べられた。い

まや軍に入るとまずいものを食わされるよう

になってしまった。いまでは農村部でもいろい

ろなものが食べられるようになった。軍も外部

の業者に食堂を経営してもらったりしている

わけです。そういった努力をせざるを得ない。

それでも兵隊はなかなか集まらない。そこでい

ろいろな優遇措置をとり始めています。 

軍の特権に不満が高まる 

それほど人を集めるのは難しい。一方で外か

らみている人民解放軍はどうか。これも都市部

と農村部では若干違うと思います。都市部でも

農村部でも、軍の人間には特権が幾つかありま

す。例えば軍のナンバーをつけた車は、高速道

路は無料でした。駐車場は、公営だろうと私営

だろうと、すべて無料でした。そうした状況を

皆、市民たちは知っているわけです。もちろん

不公平感、不満があるわけです。 

さらに、昔の人民解放軍は、これはほかの公

務員も同じだったのですが、レストランでただ

食いをする。これは別に逃げるわけではない。

私がいたころでも、軍の車がそのレストランの

前にとまっていると、「あいつら、またたかり
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に来ている」という市民もいたぐらいです。そ

ういったイメージでみられがちです。 

ただ、農村部に行くと、やはり災害のときに

救援に来てくれるのは人民解放軍しかいない。

ふだんあまり人民解放軍を目にしないような

内陸部の人たちは、そうした災害のときに助け

に来てくれる人たちというイメージは持って

います。いろいろな地域によって、あるいは人

によってイメージはさまざまだとは思います。

都市部ではそうした人民解放軍に対する特権

待遇も非難の対象になりつつあります。これに

伴って軍のほうも変わってきています。 

これまで軍は特権として車に軍のナンバー

をつけていました。生活用戦備車という特別な

ルールです。ふだんは自家用車として使ってい

る車でも、有事になったら戦闘の用に供します

よという理由で、非常に安い価格で持っている。

そうすると、ベンツだろうがＢＭだろうが、そ

ういう高級車に軍のナンバーをつける。これが

また非常に市民の反発を買うというので、軍の

ほうからも何度もそういう高級車に軍のナン

バーをつけるなというお達しが出ていました。

軍の検問もやっていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そういう状況ではあって、なかなか軍に対す

る見方は厳しくなっています。最近になって習

近平がメディア等に対しても、軍や公務員を見

張れということも言っています。こうなるとい

ままでのような特権を振りかざすということ

はできなくなってくるとは思います。中国指導

部も認めるほど人民解放軍に対する人民の見

方というのが厳しかったのです。 

また、売官の問題をメディアが書いているこ

とについてです。もちろんこうした問題がある

ことは、中国指導部は理解していたはずです。

実は民衆もみんな知っていたと思います。これ

を大きく書き立てて、たたいてみせることで、

今後こういうことを起こさないようにしろと

警告しているのです。すべてを取り締まると解

放軍は解体してしまいます。そういうことはで

きない。ある程度のところで、「いいか、これ

以上するな。自分に忠誠を誓え」といったとこ

ろで手打ちをしなければいけない。そのために、

いま、そういうみせしめや警告を出さざるを得

ない。それがこうした問題をメディアが最近

大々的に取り上げている一つの理由だと思い

ます。 

（文責・編集部） 


